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在セネガル日本国大使館月報 

２０２２年１０月 

主な出来事 

セネガル 

（内政） 

- ２０２３年の予算案が明らかになり、総額は６兆４０００億ＦＣＦＡにのぼり、約４５％が保健や

社会福祉等の社会分野に当てられ、対前年比で大幅な増加となった。予算案は１０．１％の

経済成長を想定して策定された。（６日 Ｌ‘Ｏｂｓｅｒｂａｔｅｕｒ） 

（外政）  

- ２４日、サル大統領は、ダカール・フォーラムにおいて、アフリカにおけるテロリズムの拡大、クー

デタの頻発、外国による政治的・軍事的介入等の実際の問題を直視すべきだと述べた。（２４日 

ＲＦＩ） 

（日本関係） 

- 日本政府は５億５０００万ＦＣＦＡ（約１．２億円）を拠出し、第８回アフリカの平和と安全に関するダ

カール国際フォーラムの開催を支援する。（８－９日 ＬｅＳｅｌｅｉｌ） 

- ２４日、山田外務副大臣はダカール国際フォーラムにて、セネガル及びアフリカへの支援につい

てＴＩＣＡＤ８に言及しつつ、食糧援助、コロナ・ワクチン確保等の保健分野での支援を継続する旨

改めて述べた。（２５日 ＬｅＳｏｌｅｉｌ） 

ガーボベルデ 

- カーボベルデ政府によれば、２２年のＧＤＰ成長率は、４．０％になり、２３年は４．８％なると

の見通し。公的債務は、歳入減のため、当初の見通しから、２２年はＧＤＰ比６．３％に悪化

する一方、２３年は５．６％となる見通し。（１０日 ＬＵＳＡ） 

- ネーヴェシュ大統領は、大統領として初めてギニアビサウを訪問し、２３日のエンバロ大統領

との会談で交通等の二国間協力の強化を図ることで一致した。（２３日 ＬＵＳＡ） 

ガンビア 

- ４日、ガンビアを訪問中のＩＭＦ調査団はバロウ大統領を表敬訪問した。同調査団は、ウクライナ

情勢を受け同国でもインフレが懸念されるとし、金利の引上げ、食品へ減税等の措置を勧告し

た。（５日 Ｔｈｅ Ｐｏｉｎｔ） 

ギニアビサウ 

- １７日、ギニアビサウの地方行政省は、エンバロ大統領に対し、２０２３年４月２３日の国民議

会選挙の実施を提案した。本年１２月１８日の実施が延期になっていた。（１７日 ＬＵＳＡ） 

- ２５日、エンバロ大統領（ＥＣＯＷＡＳ議長）は、ロシアを訪問してプーチン・ロシア大統領と会

談し、ウクライナ情勢等について意見交換した。（２５日 Ａｆｒｉｃａｎｅｗｓ） 

- ２６日、ギニアビサウのエンバロ大統領（ＥＣＯＷＡＳ議長）は、ウクライナを訪問してゼレンス

キー大統領と会談し、ＥＣＯＷＡＳがウクライナとロシアの歩み寄りを期待している旨述べた。

（２７日  ＡＦＰ ＬｅＳｏｌｅｉｌ） 

・文中の「コロナ」とは特別な記載がない限り、「新型コロナウイルス」のことを指すこととする。 

・閣僚の官職名は適宜省略した形とする。（例：タル外務・在外自国民大臣→タル外務大臣など） 
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セネガル 

（内政） 

内政一般 

- ４日、ダカール市内で、１１月に開催予定の国連気候変動枠組み条約第２７回締約国会議（ＣＯＰ２７）

（エジプト）への対応について関係者の意見を集約する会合が行われた。（４日 ＲＴＳ） 

- ２０２３年の予算案が明らかになり、総額は６兆４０００億ＦＣＦＡにのぼり、約４５％が保健や社会福祉

等の社会分野に当てられ、対前年比で大幅な増加となった。予算案は１０．１％の経済成長を想定し

て策定された。（６日 Ｌ‘Ｏｂｓｅｒｂａｔｅｕｒ） 

- １４日、２０２２～２３年の国民議会の会期が招集された。与野党が勢力伯仲する中で、今後、同期の

予算案等の審議が行われる。（１５日 ＲＦＩ） 

- １５日、野党連合のソンコ党首（ＰＡＳＴＥＦ）は、地方議会や自治体の野党所属者の政策グループを立

ち上げた。２０２４年大統領選挙への布石と見られる。（１６日 ＲＴＳ） 

- １７日、野党連合のソンコ党首（ＰＡＳＴＥＦ）がンブール州での遊説中に行った集会が違法であるとして

治安当局に解散された。（１８日 ＡｆｒｉｃａＮｅｗｓ） 

- ２０２３年の政府予算の概要が明らかになり、社会保障や購買力維持に重点的に手当される。ＧＤＰ成

長率は石油・天然ガスの採掘を見込み１０．１％が想定されるが、インフレ等の経済状況の克服が課

題。（１９日 ＬｅＳｏｌｅｉｌ） 

- １９日、サル大統領は、閣議に引き続き「統治セミナー」を主催し、喫緊の経済課題にファスト・トラック

で対応する等の今後の行政改革の方向性を示した。（２０日 ＲＴＳ） 

- ２７日、セネガルの市民団体は、憲法第２７条の三選禁止規定に従い、２０２４年の大統領選挙におけ

るサル大統領の三選反対を訴える声明を発表した。（２７日 ＲＦＩ） 

（外政） 

二国間関連  

- セネガル訪問中のウクライナのクレーバ外相は、３日、サル大統領を表敬した。また、４日には記者会

見に応じ、アフリカ各国はウクライナ情勢について理解すべきであるし、逆もまた然りであると述べた。

（５日 ＬｅＳｏｌｅｉｌ） 

- 駐中国セネガル大使に任命されたシラ大使は、インタビューに応じ、最近１０年のインフラの半分以上

は中国が出資していると述べ、更なる投資に期待を寄せた。（１１日 ＬｅＳｅｌｅｉｌ） 

- １３日から、中国は「中国グローバルＴＶネットワーク」を開催しドキュメンタリー映画の連続上映を行い、

文化面でアフリカとの友好関係を推進したい考え。（１３日 ＬｅＳｅｏｌｅｉｌ） 

- ２２日から、韓国は、第二回韓国映画祭「Ｔｈｅ Ｆａｃｅ Ｒｅａｄｅｒ」をダカール市内の映画館において開

催し、二本の作品が上映される予定。（２０日 ＬｅＳｏｌｅｉｌ） 

- 中国は文化面でも対アフリカ外交を推進し、ダカール大学内に設置されている孔子学院は、語学や文

化のほか西アフリカ地域の学生に職業訓練も行っている。（２０日 ＲＦＩ） 

- ２１日、レイノール米国大使は、セネガルほか４か国の警察・憲兵隊の研修の閉会式で演説し、パート

ナーシップとテロ対策の重要性について強調した。（２２―２３日 ＳｕｄＱｕｏｔｉｄｉｅｎ） 

- サル大統領は、２５日、サウジアラビア・リヤドで開催されている投資フォーラムに出席し、セネガルへ

の投資を呼びかけた。また、サルマン同国皇太子と二国間関係につき協議した。（２６、２７日 ＬｅＳｏｌｅ
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ｉｌ） 

- ２７日、チェコの在セネガル大使館が開設され、タル外務大臣とキリル・チェコ外務副大臣は両国の協力

関係を強化していく意思を確認した。（２８日 ＬｅＳｏｌｅｉｌ） 

国際情勢・国連機関支援等 

- ６日、国連人権高等弁務官事務所（ＯＨＣＨＲ）は、ダカールで２０２４年～２８年の協力計画策定を前にセネ

ガルの市民団体と人権問題について意見交換を行った。（６日 ＡＰＳ） 

- ＩＭＦの評価ミッションは、一週間の滞在を終え、２０２３年の予算での財政赤字の削減が評価できるが、財

政の切迫や公的債務の増加を踏まえ、一層の財政健全化が必要であると評価した。（７日 ＬｅＳｏｌｅｉｌ） 

- １２日、国連総会でロシアによるウクライナの一部領域の「編入」を非難する決議が大多数で採択された。

セネガルもこれに賛成した。（１４日 ＬｅＳｏｌｅｉｌ） 

- タル外務大臣は記者会見で、第８回アフリカの平和と安全に関するダカール国際フォーラムには、アンゴラ、

カーボベルデ、ギニアビサウの各大統領が名誉招待者として参加し、地域のクーデタ頻発等について議論

する予定である等述べた。（１９日 ＬｅＳｏｌｅｉｌ） 

- ２４日、「外生的ショックに直面するアフリカ、安定と主権の課題」をテーマに第８回アフリカの平和と安全に

関するダカール国際フォーラムが始まる。セネガル、アンゴラ、カーボベルデ、ギニアビサウ等から首相級

が出席する。（２４日 ＬｅＳｏｌｅｉｌ） 

- ２４日、サル大統領は、ダカール・フォーラムにおいて、アフリカにおけるテロリズムの拡大、クーデタの頻発、

外国による政治的・軍事的介入等の実際の問題を直視すべきだと述べた。（２４日 ＲＦＩ） 

日本関連 

- 日本政府は５億５０００万ＦＣＦＡ（約１．２億円）を拠出し、第８回アフリカの平和と安全に関するダカール国

際フォーラムの開催を支援する。（８－９日 ＬｅＳｅｌｅｉｌ） 

- １５日、森下ＪＩＣＡセネガル事務所長と国民教育省次官は、２０２２～２０２３年の初等教育算数能力向上プ

ロジェクト（ＰＡＡＭＥ）の実施について協議した。（１５日 ＲＴＳ） 

- ２１日、山田外務副大臣は、第８回アフリカの平和と安全に関するダカール国際フォーラムへの出席とセネ

ガル等との会談による二国間関係強化のため、セネガルを訪問する。（２１ 外務省ＨＰ） 

- ２４日、山田外務副大臣はダカール国際フォーラムにて、セネガル及びアフリカへの支援についてＴＩＣＡＤ８

に言及しつつ、食糧援助、コロナ・ワクチン確保等の保健分野での支援を継続する旨改めて述べた。（２５

日 ＬｅＳｏｌｅｉｌ） 

（経済） 

経済一般 

- 西アフリカ経済通貨同盟（ＵＥＭＯＡ）の平和安全構築に関するハイレベル会合開催に向け、ダカール

でタル外相を議長とし準備会合が開催された。（８－９日 ＬｅＳｅｌｅｉｌ） 

- セネガル南東部のケドゥグ州では、主要産業の綿花が、寄生虫の被害によって今期の収穫が３分の２

程度となった。（１２日 ＲＦＩ） 

- ２５日、セネガルは、２０２３年からの天然ガス・石油の採掘開始を見据え、ガス輸出国フォーラム（ＧＥ

ＣＦ）のオブザーバーとなった。（２５日 ＲＦＩ） 

- ２４日から２５日まで、山田外務副大臣はセネガルを訪問し、「第８回アフリカの平和と安全に関するダ

カール国際フォーラム」に出席し、この機会に各国要人への表敬、懇談等を行った。（２７日 外務省Ｈ
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Ｐ） 

 (社会） 

- １３日、セネガル政府は隣国ガンビアで７０名近い子どもが急性腎障害（ＡＫＩ）で死亡した問題につき、

セネガルにおいては安全だとしつつ警戒を呼び掛けた。（１４日 ＲＦＩ） 

- １４日、ダカール大学（ＵＣＡＤ）が、仏語圏アフリカで最も優れた大学に選出され、サル大統領もＴｗｉｔｔｅ

ｒでこれを祝した。（１４日 Ｔｗｉｔｔｅｒ） 

 

カーボベルデ 

- ４日、カーボベルデ政府は、７月までに、２０２２年の１年間に想定していた額の８５％に当たる３６０万

ユーロの旅行税の収入があった旨説明した。（４日 ＬＵＳＡ） 

- ５日、カーボベルデ政府は、最低賃金を月額１３０００エスクードから１４０００エスクード（１１７ユーロか

ら１２６ユーロ）に引き上げた。公務員や低所得層については１～３，５％の引き上げとなる。（５日 ＬＵ

ＳＡ） 

- ８日、ネーヴェシュ大統領は、ポルトガル語書籍の流通促進のため、ポルトガル語圏諸国共同体（ポル

トガル語圏諸国共同体（ＣＰＬＰ）に関連の関税の削減を提起する旨述べた。（９日 ＲＦＩ） 

- カーボベルデ政府によれば、２２年のＧＤＰ成長率は、４．０％になり、２３年は４．８％なるとの見通し。

公的債務は、歳入減のため、当初の見通しから、２２年はＧＤＰ比６．３％に悪化する一方、２３年は５．

６％となる見通し。（１０日 ＬＵＳＡ） 

- １３日、コレイア・エ・シルヴァ首相は、今年は降水が順調で、干ばつの過去４年間と比べ２２～２３年期

の農作物の収穫は順調になるとの見通しを示した。（１３日 ＬＵＳＡ） 

- １４日、カーボベルデ統計局によれば、９月の物価上昇率は０．４％となり、年率に換算すると８．７％

になる旨述べた。（１４日 ＬＵＳＡ） 

- 西アフリカ経済共同体（ＥＣＯＷＡＳ）議会のディアス・カーボベルデ議員団長は、ネーヴェシュ大統領と

会談し、カーボベルデの拠出金の未払い問題について申し入れた。（１９日 ＲＦＩ） 

- ネーヴェシュ大統領は、大統領として初めてギニアビサウを訪問し、２３日のエンバロ大統領との会談

で交通等の二国間協力の強化を図ることで一致した。（２３日 ＬＵＳＡ） 

- ２４日、ソアレシュ外務大臣は、ダカール・フォーラムに際し、山田外務副大臣と会談し、二国間におけ

る課題と協力関係について議論した。（２５日 Ｆａｃｅｂｏｏｋ） 

- ２７日、カーボベルデ政府は、食糧及びエネルギー価格の高騰のため、４０００万ユーロが不足してい

るとして、国際社会に支援を求めた（２７日 ＲＦＩ） 

- サントス中央銀行総裁は、２０２２年のカーボベルデの経済成長率はコロナ前の水準まで回復し、８％

に上るとの予想を示した。（２８日 expressodasilhas） 

 

ガンビア 

- ３日、バロウ大統領は、訪問中のシャーク米国国際犯罪司法担当大使と会談し、真実和解賠償委（ＴＲＲＣ）

及びロヒンギャ問題等について意見交換した。（３日 Ｇｎｅｗｓ） 

- ４日、ガンビアを訪問中のＩＭＦ調査団はバロウ大統領を表敬訪問した。同調査団は、ウクライナ情勢を受け

同国でもインフレが懸念されるとし、金利の引上げ、食品へ減税等の措置を勧告した。（５日 Ｔｈｅ Ｐｏｉｎｔ） 
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- ガンビアで７月から６６人以上の子どもが急性腎障害（ＡＫＩ）で死亡した問題で、世界保健機関（ＷＨＯ）は５

日、インドの製薬会社メイデン・ファーマシューティカルズ社の４製品を市場から回収するよう各国・地域規

制当局に求める警告を発出した。（６日 ＢＢＣ） 

- ガンビア漁業省は、９月に露サン・ペテルブルグで開催された世界漁業展において、ロシアがガンビアの漁

業分野への投資に関心を寄せた旨説明した。（１３日 ＴｈｅＰｏｉｎｔ） 

- １２日、国連総会でロシア非難決議が採択され、ガンビアも賛成した。反対には至らなかったが、棄権した

多くの国にはアフリカの国が多かった。（１４日 ＴｈｅＳａｔａｎｄａｒｄ） 

- １８日、バロウ大統領は、多数の子どもが急性腎障害（ＡＫＩ）で死亡した問題に関連し、緊急閣僚会合を開

催し、危機感を持って対応する旨述べた。（１８日 ＴｈｅＰｏｉｎｔ） 

- バロウ大統領と野党ＵＤＰのダルボエ党首は、それぞれ、中国共産党第２０回党大会の開催に祝辞を発出

した。（１９日 ＴｈｅＳｔａｎｄａｒｄ） 

- ２０日、ガンビアはＥＵの支援で、サイバー犯罪対策のため、西アフリカ経済共同体（ＥＣＯＷＡＳ）のデジタ

ル経済研究所を開設した。（２０日  ＡＰＳ） 

 

ギニアビサウ 

- ３日、エンバロ大統領はＥＣＯＷＡＳ議長として、パリでマクロン仏大統領と会見し、クーデタが発生した

ブルキナファソの情勢等について意見交換した。（３日 ＲＦＩ） 

- ７日、エンバロ大統領（ＥＣＯＷＡＳ議長）は、コートジボワールを訪問し、ウアタラ大統領と会談した。

（７日 コートジボワール大統領府ＨＰ） 

- １２日、ゴメシュ地方行政大臣は、関係政党と協議し、１２月１８日の国民議会選挙の実施が困難であ

り、日程を延期する見通しであることを認めた。（１２日 ＬＵＳＡ） 

- １５日、中国の国営企業ＧＨＣＩは、商務、エネルギー、産業の各省との間で、カシューナッツの独占購

入や加工工場の建設、村落の電化やＩＴ化、中国への輸出促進のための覚書に署名した。（１５日 ＲＦ

Ｉ） 

- カサマ環境大臣は、取材に対し、ギニアビサウ各地で洪水が多発しており、努力はしているが、国土

整備計画が不全であることを認めた。（１５日 ＲＦＩ） 

- １７日、ギニアビサウの地方行政省は、エンバロ大統領に対し、２０２３年４月２３日の国民議会選挙の

実施を提案した。本年１２月１８日の実施が延期になっていた。（１７日 ＬＵＳＡ） 

- ２５日、エンバロ大統領（ＥＣＯＷＡＳ議長）は、ロシアを訪問してプーチン・ロシア大統領と会談し、ウク

ライナ情勢等について意見交換した。（２５日 Ａｆｒｉｃａｎｅｗｓ） 

- ２６日、ギニアビサウのエンバロ大統領（ＥＣＯＷＡＳ議長）は、ウクライナを訪問してゼレンスキー大統

領と会談し、ＥＣＯＷＡＳがウクライナとロシアの歩み寄りを期待している旨述べた。（２７日  ＡＦＰ Ｌｅ

Ｓｏｌｅｉｌ） 

- ２７日、ロシアとウクライナへの訪問を終えたエンバロ大統領は、両国訪問について肯定的な評価を述

べつつ、両国に対話を促し、欧州及び米国とも対話を続ける旨述べた、（２７日 ＲＦＩ） 

- ３１日、２０２３年度ギニアビサウの国家予算を支援すべく、ポルトガル政府は３２億５，０００万FCFAを

拠出することが公表された。（１１月１日 O Democrata） 
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（注）本月報は，セネガル，カーボベルデ，ガンビア，ギニアビサウの報道を当館限りでまとめたもので

す。記事内容は，日本政府やセネガル政府の公式見解と異なる場合がありますが，当館では文責は

負いかねますのでご了承下さい。                      

 （了） 


